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2018年一般増資 

 

 

理事会は、授権資本の増額を通じた銀行の資金拡充の問題を検討し、こうした増額が望ましい

との結論に達した。理事会は、2018年6月4日に承認された報告書において、総務会に対し、前述の資

本の増額に関する提案を提出した。 

 

理事会は、全ての加盟国が、一定の条件の下、これまで応募した株式及び応募することを認め

られる株式の総数に比例して、新しく授権される資本の株式に応募することが認められるべきとの提案

を行った。これには、「2018年選択増資」と題する決議（以下、「選択増資決議」と呼ぶ。）に従い一部加

盟国が応募を認められることとなる株式が含まれる。 

 

以上に基づき、総務会は以下のとおり決議する。 

 

1. 銀行の授権資本は、230,500株増加される。1株は、1944年7月1日現在の量目と純分における合衆

国ドルを単位として100,000合衆国ドルの額面価額を有するが、これは、理事会の解釈により、

120,635合衆国ドルと等価となる。  

 

2. 銀行の各加盟国は、下記パラグラフ3において設定される条件の下、次の表において自国名の横

に記載されている総株式数まで応募することが認められる。 
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3.  上記パラグラフ2の下で認められる出資は、以下の条件に基づく。 

 

(a) 1株当たりの応募価格は額面価額とする。 

(b) 各加盟国は、この決議が採択されてから5年が経過する日の前までに、随時、パラグラフ2の表

において自国名の横に記載されている総株式数まで応募することができる。 ただし、加盟国か

らの要請がある場合には、 

(i) 応募期間の延長に関して総裁が課す条件が満たされることを条件として、総裁は応募期間

をこの決議が採択されてから6年が経過する日まで延長することができ、さらに、  

(ii) 応募期間の延長に関して理事会が課す条件が満たされることを条件として、理事会は応募

期間をこの決議が採択されてから7年が経過する日まで延長することができる。  

(c) 株式に応募する加盟国は、協定第2条第7項(i)に基づき、以下を銀行に払い込む。  

(i) 応募された株式の応募価格の2.0%に相当する金または合衆国ドル、及び 

(ii) 応募価格の18.0%に相当する自国通貨又はその他の通貨による金額 

ただし、いずれの場合においても、(A)現金により、又は下記パラグラフ(d)に従って払い込まれ、

且つ (B) 銀行の業務での利用のため、自由交換可能でなければならない。 

(d) 上記パラグラフ3(c)の金額の支払いは、銀行が受け入れ可能で、現金償還を迅速に行える無

利子の約束手形で行うことができる。ただし、手形の表示通貨が合衆国ドル以外で、約束手形

が現金化の日に合衆国ドルでの要支払額の価値を下回った場合、当該加盟国は、銀行が応募

株式の購入価額の全額を受け取るよう、現金償還請求より20日間以内に、追加の支払いを行

うものとする。 

(e) 株式への応募が銀行により受領される前に、加盟国は以下の措置を講じなければならない。 

(i) 当該応募に必要な全ての措置を講じ、銀行の求めに応じ関連情報を銀行に提供すること。 

(ii) 上記パラグラフ3(c)及び(d)に規定される払込みを行っていること。 

(iii) 協定第2条第7項(i)に基づき、株式の応募価額のうち加盟国の自国通貨で支払われる部分

について、銀行が業務において無制限かつ即時に使用できるために必要なすべての措置を

講じていること。 

 

(f) 本決議に基づく株式に応募することにより、加盟国は以下を行ったとみなされる。 
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(i) 協定第4条第2項(a)及び(b)の下で認められた加盟国の権利、協定第5条第12項の下での手

形その他の債務証書を自国通貨の代替とする権利、及びその他の権利または制限にかか

わらず、払込資本の無制限かつ即座の使用に関して取消不能の同意を行ったこと。 

(ii) 株式応募のうち払込部分は銀行の業務に必要であり、加盟国の通貨は手形その他の債務

によって代用されうるものではないことを確認したこと。 

 

 (g) 本決議の採択される日或いはその前に選択増資決議が採択されない場合、以下のいずれか早

い日よりも前にはいかなる応募も受理されない。 

(i) 選択増資決議が総務会により採択される日、及び 

(ii) 銀行が各加盟国に対し、選択増資決議の（延長された場合には延長された）投票期限が終

了したと通知する日。選択増資決議が総務会に採択されないまま選択増資決議の投票期

限が終了した場合、上記パラグラフ2において定められた各加盟国が応募できる株式数につ

いては、本決議に基づく資本の増額後に各加盟国に按分される株式の配分が、選択増資決

議の影響を考慮せず各加盟国に按分される株式の配分と等しくなるよう調整される。 

上記パラグラフ3(d)に従い手形で支払いが行われた株式に基づき付与された全ての権利（投票

権を含む）は、以下の場合において停止される。 

(a) 手形の償還請求から20日以内に現金化が行われない場合、若しくは 

(b)合衆国ドル以外の通貨建て手形において、現金化した際に株式の購入価額に不足が生じ、

追加の支払いが当該支払い日から20日以内に行われなかった場合。 

上記いずれの場合も、支払いが受領されていない株式及び現金による全額の支払いが銀行に受領

されていない期間のみが対象となる。 

4. 上記パラグラフ3(b)に定められている応募期限後、応募が行われない又は払込みが行われない銀

行の株式（上記パラグラフ4において、払込みが行われなかったことにより投票権が停止された株

式も含む）は、銀行の未配分株式の一部となる。  

5. 銀行は、2018年4月21日の途上国に対する資金の移転に係る銀行と基金の総務会の大臣級会合

に報告された「持続可能な開発のための持続可能なファイナンス：世銀グループ増資パッケージの

提案」に掲げられている目的と原則に整合的な財務持続可能性枠組を採択する。また、本枠組の

実施状況及び本枠組と銀行の戦略との整合性は、5年ごとに見直される。 

（2018年10月1日採択） 


